













の利用が想定 されるときは俄然,特 許を取得しようかということにもなって,こ の領域
は普段縁がなさそうでも,身近なものに急浮上する。この研究成果を出願するかどうか
の意思決定に関して,特 に大学に勤務する一部の研究者の中では 「自分のアイデアは一
般に幅広 く自由に実施 してもらいたいので特許権 という独占権は不要である」とする考
えがある。特許庁や経産省など国の関係機関はこのような主張に対 して,も しこれら特









を理解することは難 しい。 しか し,さまざまな関連法規に則って権利 を行使する必要が
あるということを念頭に置いて,場合によっては専門家である弁理士の知恵を借 りると
いう対応が必要不可欠である。
最近では,研究成果(知 的財産)を もとに起業する大学発ベ ンチャーの設立が地方の










患者に提供 している。 しかし,このような治療薬は米国で開発 され,か つ特許を受けた


















芸術,経 済のあらゆる方面で,人 間性に立脚 した種々の提言を世界に発信 してゆく使命
があり,これを国際的にいくら強調 しても,し過 ぎることはないと思う。
(奥羽大学歯学部生体材料学講座)
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